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「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成１１年法律第１
１７号）第１５条第３項の規定に準じ、熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業に係る事業
契約の内容を公表します。 
 
令和５年１月６日 

熊谷市長  小林 哲也 
記 

 
１ 公共施設等の名称及び立地 

（仮称）こどもセンター、（仮称）新石原児童クラブ、（仮称）中央保育所、（仮称）保健セ
ンター、休日・夜間急患診療所 
埼玉県熊谷市石原三丁目２７番地 

 
２ 選定事業者の商号又は名称 
 ⑴ 設計業務  
   スターツＣＡＭ・松下設計 設計業務共同企業体 代表企業：スターツＣＡＭ株式会社 
 ⑵ 解体工事 
   スターツＣＡＭ株式会社 
 ⑶ 建設工事 
   スターツＣＡＭ・オキナヤ 建設工事共同企業体 代表企業：スターツＣＡＭ株式会社 
 ⑷ 維持管理・運営業務 

熊谷子育て支援・保健拠点施設株式会社 
 
３ 公共施設等の整備等の内容 
[熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 基本契約書（抄）] 
（本事業の概要等） 
第４条 本事業の事業日程は、別紙１記載の日程のとおりとする。 
２ 本事業において、事業者が行う業務の概要は、別紙２記載のとおりとし、事業者を構成
する各当事者は、各特定事業契約に基づき、当該当事者が遂行するべき業務を遂行するも
のとする。 
※別紙１及び別紙２は別記のとおり 
 
４ 契約期間 
⑴ 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 設計業務委託契約 
自：令和５年１月１日  至：令和７年１２月３１日 

⑵ 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 解体工事請負契約 
自：令和５年１月１日  至：令和６年６月３０日 

⑶ 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 建設工事請負（仮）契約 
自：令和６年７月１日  至：令和７年１２月３１日 



2 
 

※当該契約は、熊谷市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例
第２条の規定に基づき、熊谷市議会の議決を得たときに本契約を締結するものとする。 
（令和６年６月市議会定例会に議案を提出予定。） 

⑷ 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 維持管理・運営委託契約 
自：令和８年１月１日  至：令和２３年３月３１日 
 

５ 契約金額 
⑴ 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 設計業務委託契約 
金１１５，５００，０００円（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む。） 

⑵ 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 解体工事請負契約 
金５，４４５，０００円（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む。） 

⑶ 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 建設工事請負（仮）契約 
金４，０３１，８１９，０００円（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む。） 

⑷ 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 維持管理・運営委託契約 
金２，２１２，２３６，０００円（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む。） 
ただし、契約の定めるところに従って金額の変更がなされた場合には、変更後の金額とす
る。 
 
６ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 
[熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 設計業務委託契約約款（抄）] 
（発注者の任意解除権） 
第４０条 発注者は、業務が完成するまでの間は、次条又は第４２条の規定によるほか、必
要があるときは、この契約を解除することができる。 
２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼし
たときは、その損害を賠償しなければならない。 
 
（発注者の催告による解除権） 
第４１条 発注者は、受注者が次のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行
の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、
その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らし
て軽微であるときは、この限りでない。 
⑴ 第４条第４項後段に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出した
とき。 

⑵ 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 
⑶ 履行期間内に業務が完了しないと認められるとき。 
⑷ 管理技術者を配置しなかったとき。 
⑸ 正当な理由なく、第３９条第１項の履行の追完がなされないとき。 
⑹ 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 
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（発注者の催告によらない解除権） 
第４２条 発注者は、受注者が次のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する
ことができる。 
⑴ 第４条第１項本文の規定に違反して業務委託料債権を譲渡したとき。 
⑵ 第４条第４項後段の規定に違反して譲渡により得た資金を当該業務の履行以外に使
用したとき。 

⑶ 成果物を完成させることができないことが明らかであるとき。 
⑷ 受注者が成果物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
⑸ 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を
拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的
を達することができないとき。 

⑹ 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しな
ければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしない
でその時期を経過したとき。 

⑺ 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告を
しても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかで
あるとき。 

⑻ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）
第２条第２項に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同
条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関
与していると認められる者に業務委託料債権を譲渡したとき。 

⑼ 第４４条本文又は第４５条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 
⑽ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号
において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 
ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその
役員又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の契約を締結する事務所
の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員であると認められるとき。 

イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 
ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加
える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。 
エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直
接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与していると認められると
き。 
オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られるとき。 
カ 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当す
ることを知りながら、当該相手方と契約を締結したと認められるとき。 
キ 受注者がアからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手
方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に発注者が受注者に対して当該契約
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の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 
（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 
第４３条 第４１条各号又は前条各号に掲げる場合が発注者の責めに帰すべき事由による
ものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 
 
（受注者の催告による解除権） 
第４４条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の
催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、
その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らし
て軽微であるときは、この限りでない。 
 
（受注者の催告によらない解除権） 
第４５条 受注者は、次のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することがで
きる。 
⑴ 第２０条の規定により設計仕様書等を変更したため業務委託料が３分の２以上減少
したとき。 

⑵ 第２１条第１項の規定による業務の中止期間が履行期間の１０分の５（履行期間の１
０分の５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が業務の一部のみ
の場合は、その一部を除いた他の部分の業務が完了した後３月を経過しても、なおその
中止が解除されないとき。 

 
（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 
第４６条 第４４条本文に規定する場合又は前条各号に掲げる場合が受注者の責めに帰す
べき事由によるものであるときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすること
ができない。 
 
（解除に伴う措置） 
第４７条 この契約が履行の完了前に解除された場合において、第３３条の規定による前払
金があったときは、受注者は、第４１条又は第４２条の規定による解除にあっては、当該
前払金の額（第３６条第１項又は第２項の規定により部分引渡しをしているときは、その
部分引渡しにおいて償却した前払金の額を控除した額）に当該前払金の支払の日から返還
の日までの日数に応じ政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条の規定により財務
大臣が定める率の割合で計算した額の利息を付した額を、第４０条、第４４条又は第４５
条の規定による解除にあっては、当該前払金の額を発注者に返還しなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず、この契約が履行の完了前に解除され、かつ、受注者が既に業
務を履行した部分（当該部分についての検査に合格したものに限り、第３６条の規定によ
り部分引渡しを受けている場合には、当該引渡しの部分を除く。以下この項において「既
履行部分」という。）の引渡しが行われる場合において、第３３条の規定による前払金が
あったときは、発注者は、当該前払金（第３６条第１項又は第２項の規定による部分引渡



5 
 

しがあった場合は、その部分引渡しにおいて償却した前払金の額を控除した額）を発注者
と受注者とが協議して定めた当該引渡しを受けた既履行部分に相応する業務委託料から
控除する。この場合において、受領済みの前払金になお余剰があるときは、受注者は、第
４１条又は第４２条の規定による解除にあっては、当該余剰額に前払金の支払の日から返
還の日までの日数に応じ政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条の規定により財
務大臣が定める率の割合で計算した額の利息を付した額を、第４０条、第４４条又は第４
５条の規定による解除にあっては、当該余剰額を発注者に返還しなければならない。  
３ 受注者は、この契約が履行の完了前に解除された場合において、貸与品等があるときは、
当該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品等が受
注者の故意又は過失により滅失又は毀損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して
返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 
４ 前項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この契約の解除
が第４１条又は第４２条によるときは発注者が定め、第４０条、第４４条又は第４５条の
規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、前項後段に規定する受
注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるも
のとする。  
５ 業務の完了後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については
発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して定める。 

 
[熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 解体工事請負契約約款（抄）] 
（発注者の任意解除権） 
第４５条 発注者は、工事が完成するまでの間は、次条又は第４７条の規定によるほか、必
要があるときは、この契約を解除することができる。 
２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼし
たときは、その損害を賠償しなければならない。 
 
（発注者の催告による解除権） 
第４６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてそ
の履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。た
だし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照
らして軽微であるときは、この限りでない。 
⑴ 第５条第４項後段に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出した
とき。 

⑵ 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 
⑶ 工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みがな
いと認められるとき。 

⑷ 第１０条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。 
⑸ 正当な理由なく、第４４条第１項の履行の追完がなされないとき。 
⑹ 第５０条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 
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⑺ 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 
 
（発注者の催告によらない解除権） 
第４７条 発注者は、受注者が次のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する
ことができる。 
⑴ 第５条第１項本文の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。 
⑵ 第５条第４項前段の規定に違反して譲渡により得た資金を当該工事の施工以外に使
用したとき。 

⑶ 工事目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 
⑷ 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が工事目的物
を除却した上で再び建設しなければ、契約の目的を達成することができないものであ
るとき。 

⑸ 受注者が工事目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
⑹ 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を
拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的
を達することができないとき。 

⑺ 工事目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行し
なければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしな
いでその時期を経過したとき。 

⑻ 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告を
しても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかで
あるとき。 

⑼ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）
第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同
条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関
与していると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。 

⑽ 第４９条本文又は第５０条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 
⑾ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号
において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 
ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその
役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をい
う。以下この号において同じ。）が暴力団員であると認められるとき。 
イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 
ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加
える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。 
エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直
接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与していると認められると
き。 
オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
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られるとき。 
カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアから
オまでのいずれかに該当することを知りながら、当該相手方と契約を締結したと認め
られるとき。 
キ 受注者がアからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入
契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に発注者が
受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

 
（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 
第４８条 第４６条各号又は前条各号に掲げる場合が発注者の責めに帰すべき事由による
ものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 
 
（受注者の催告による解除権） 
第４９条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の
催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、
その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らし
て軽微であるときは、この限りでない。 
 
（受注者の催告によらない解除権） 
第５０条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除するこ
とができる。 
⑴ 第１９条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少した
とき。 

⑵ 第２０条の規定による工事の施工の中止期間が工期の１０分の５（工期の１０分の５
が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの場合は、
その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、なおその中止が解
除されないとき。 

 
（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 
第５１条 第４９条本文に規定する場合又は前条各号に掲げる場合が受注者の責めに帰す
べき事由によるものであるときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすること
ができない。 
 
（解除に伴う措置） 
第５２条 発注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合においては、出来形部分を
検査の上、当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受ける
ものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代
金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認め
られるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査するこ
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とができる。 
２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 
３ 第１項の場合において、第３４条（第４０条において準用する場合を含む。）の規定に
よる前払金又は中間前払金があったときは、当該前払金額又は中間前払金額（第３７条及
び第４１条の規定による部分払をしているときは、その部分払において償却した前払金額
又は中間前払金額を控除した額）を同項前段の出来形部分に相応する請負代金額から控除
する。この場合において、受領済みの前払金額又は中間前払金額になお余剰があるときは、
受注者は、解除が第４６条又は第４７条の規定によるときにあっては、その余剰額に前払
金又は中間前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ政府契約の支払遅延防止等
に関する法律第８条の規定により財務大臣が定める率の割合で計算した額の利息を付し
た額を、解除が第４５条、第４９条本文又は第５０条の規定によるときにあっては、その
余剰額を発注者に返還しなければならない。 
４ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、支給材料があるときは、
第１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還し
なければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失により
滅失し、若しくは毀損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用され
ているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を
賠償しなければならない。 
５ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、貸与品があるときは、
当該貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者
の故意又は過失により滅失し、又は毀損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して
返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 
６ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注者が
所有し、又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有し、
又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとと
もに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 
７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、
又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって
当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に
おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ
とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ
ばならない。 
８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について
は、この契約の解除が第４６条又は第４７条の規定によるときは発注者が定め、第４５条、
第４９条本文又は第５０条の規定によるときは、受注者が発注者の意見を聴いて定めるも
のとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方
法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 
９ 工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理について
は、発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して決める。 
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（受注者の損害賠償請求等） 
第５４条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、これによって生じた
損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に掲げる場合がこの契約及び取引
上の社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由によるものであると
きは、この限りでない。 
⑴ 第４９条本文又は第５０条の規定によりこの契約が解除されたとき。 
⑵ 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき、又は債務の履行が
不能であるとき。 

２ 第３２条第２項（第３８条において準用する場合を含む。）の規定による請負代金の支
払が遅れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、政府契約の
支払遅延防止等に関する法律第８条の規定により財務大臣が定める率の割合で計算した
額の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。ただし、遅延利息の総額が１００
円に満たないときは、発注者は、これを支払うことを要しないものとし、その額に１００
円に満たない端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

 
[熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 建設工事請負契約約款（抄）] 
（発注者の任意解除権） 
第４５条 発注者は、工事が完成するまでの間は、次条又は第４７条の規定によるほか、必
要があるときは、この契約を解除することができる。 
２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼし
たときは、その損害を賠償しなければならない。 
 
（発注者の催告による解除権） 
第４６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてそ
の履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。た
だし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照
らして軽微であるときは、この限りでない。 
⑴ 第５条第４項後段に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出した
とき。 

⑵ 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 
⑶ 工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みがな
いと認められるとき。 

⑷ 第１０条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。 
⑸ 正当な理由なく、第４４条第１項の履行の追完がなされないとき。 
⑹ 第５０条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 
⑺ 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 
 
（発注者の催告によらない解除権） 
第４７条 発注者は、受注者が次のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する
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ことができる。 
⑴ 第５条第１項本文の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。 
⑵ 第５条第４項前段の規定に違反して譲渡により得た資金を当該工事の施工以外に使
用したとき。 

⑶ 工事目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 
⑷ 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が工事目的物
を除却した上で再び建設しなければ、契約の目的を達成することができないものであ
るとき。 

⑸ 受注者が工事目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
⑹ 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を
拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的
を達することができないとき。 

⑺ 工事目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行し
なければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしな
いでその時期を経過したとき。 

⑻ 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告を
しても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかで
あるとき。 

⑼ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）
第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同
条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関
与していると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。 

⑽ 第４９条本文又は第５０条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 
⑾ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号
において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 
ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその
役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をい
う。以下この号において同じ。）が暴力団員であると認められるとき。 
イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 
ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加
える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。 
エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直
接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与していると認められると
き。 
オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られるとき。 
カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアから
オまでのいずれかに該当することを知りながら、当該相手方と契約を締結したと認め
られるとき。 
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キ 受注者がアからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入
契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に発注者が
受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

 
（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 
第４８条 第４６条各号又は前条各号に掲げる場合が発注者の責めに帰すべき事由による
ものであるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 
 
（受注者の催告による解除権） 
第４９条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の
催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、
その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らし
て軽微であるときは、この限りでない。 
 
 （受注者の催告によらない解除権） 
第５０条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除するこ
とができる。 
⑴ 第１９条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少した
とき。 

⑵ 第２０条の規定による工事の施工の中止期間が工期の１０分の５（工期の１０分の５
が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの場合は、
その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、なおその中止が解
除されないとき。 

 
（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 
第５１条 第４９条本文に規定する場合又は前条各号に掲げる場合が受注者の責めに帰す
べき事由によるものであるときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすること
ができない。 
 
（解除に伴う措置） 
第５２条 発注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合においては、出来形部分を
検査の上、当該検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受ける
ものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代
金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認め
られるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査するこ
とができる。 
２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 
３ 第１項の場合において、第３４条（第４０条において準用する場合を含む。）の規定に
よる前払金又は中間前払金があったときは、当該前払金額又は中間前払金額（第３７条及
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び第４１条の規定による部分払をしているときは、その部分払において償却した前払金額
又は中間前払金額を控除した額）を同項前段の出来形部分に相応する請負代金額から控除
する。この場合において、受領済みの前払金額又は中間前払金額になお余剰があるときは、
受注者は、解除が第４６条又は第４７条の規定によるときにあっては、その余剰額に前払
金又は中間前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ政府契約の支払遅延防止等
に関する法律第８条の規定により財務大臣が定める率の割合で計算した額の利息を付し
た額を、解除が第４５条、第４９条本文又は第５０条の規定によるときにあっては、その
余剰額を発注者に返還しなければならない。 
４ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、支給材料があるときは、
第１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還し
なければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失により
滅失し、若しくは毀損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用され
ているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を
賠償しなければならない。 
５ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、貸与品があるときは、
当該貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者
の故意又は過失により滅失し、又は毀損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して
返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 
６ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注者が
所有し、又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有し、
又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとと
もに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 
７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、
又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって
当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に
おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ
とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ
ばならない。 
８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について
は、この契約の解除が第４６条又は第４７条の規定によるときは発注者が定め、第４５条、
第４９条本文又は第５０条の規定によるときは、受注者が発注者の意見を聴いて定めるも
のとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方
法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 
９ 工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理について
は、発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して決める。 

 
[熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 維持管理・運営委託契約（抄）] 
（ＳＰＣの責めに帰すべき事由による契約解除等） 
第４２条 次に掲げるいずれかの事由が生じた場合、市は、ＳＰＣに対して、次項に掲げる
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措置のいずれかをとることができる。 
⑴ ＳＰＣが本件業務の全部又は一部の履行を怠り（ＳＰＣによる本件業務の履行の内容
が本事業関連書類の内容を逸脱している場合を含む。）、その状態が 30日間以上にわた
り継続したとき。 

⑵ ＳＰＣの責めに帰すべき事由により、基本契約が解除されたとき又は本指定が取り消
されたとき。 

⑶ ＳＰＣにかかる破産手続開始、会社更生手続開始、民事再生手続開始、特別清算開始
その他の倒産法制上の手続について、ＳＰＣの取締役会でその申立てを決議したとき
又はその他の第三者（ＳＰＣの役員、従業員を含む。）によりその申立てがなされたと
き。 

⑷ ＳＰＣが、市に対して虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 
⑸ 構成企業が本事業の応募に関して重大な法令等の違反をしたとき（基本契約第 12条
各号に該当する場合を含む。）。 

⑹ ＳＰＣが、正当な理由なくして、市の指示又は改善勧告等に従わないとき。 
⑺ ＳＰＣの責めに帰すべき事由により、ＳＰＣから本契約の解除の申出があったとき。 
⑻ ＳＰＣが次のいずれかに該当したとき。 
ア 役員等（非常勤を含む役員及び支配人ならびに支店又は営業所の代表者をいう。以
下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年
法律第 77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以
下同じ。）であると認められるとき。 
イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員
が経営に実質的に関与していると認められるとき。 
ウ 役員等が、自社、自己もしくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を加
える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。 
エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど
直接的もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められ
るとき。 
オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め
られるとき。 
カ 本契約にかかる下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」
という。）に当たって、その相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知り
ながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 
キ 本契約にかかる下請契約等に当たって、アからオまでのいずれかに該当する者をそ
の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）において、市がＳＰＣに対し
て当該契約の解除を求め、ＳＰＣがこれに従わなかったとき。 
ク 本契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかかわら
ず、遅滞なくその旨を市に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。 

⑼ 前各号に掲げる場合のほか、ＳＰＣが適用のある法令等又は本契約に違反し、その違
反により本契約の目的を達することができない又は本指定を継続することが適当でな
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いと市が認めたとき。 
２ 前項の場合において、市がＳＰＣに対してとり得る措置は、次の各号記載のとおりとす
る。 
⑴ 市は、ＳＰＣに対して書面で通知したうえで、本契約を解除することができる。 
⑵ 市が、本事業を継続することが合理的と判断した場合、市、ＳＰＣ及びＳＰＣの株主
との間における協議を経たうえで、ＳＰＣの株主をして、ＳＰＣの全株式を、法令等に
基づき、市が認める条件で、市が承認する第三者へ譲渡させることができる。 

⑶ 市が、本事業を継続することが合理的と判断した場合、ＳＰＣをして、ＳＰＣの本契
約上の地位を、法令等に基づき、市が認める条件で、市が選定した第三者へ譲渡させる
ことができる。 

３ 前項第１号の規定により本契約を解除する場合、市は本指定を取り消す。それによりＳ
ＰＣに損害、損失又は増加費用が生じても、市はその賠償の責めを負わない。 
４ 前項第１号の規定により本契約が解除された場合、ＳＰＣは、解除日が属する事業年度
において市が支払うべき委託料の合計金額の 100分の 10 に相当する違約金を、市の指定
する期間内に、市に対して支払わなければならない。さらに、市が被った損害の額が上記
違約金の額を超過する場合、市は、かかる超過額について、ＳＰＣに損害賠償請求を行う
ことができる。 
５ 前項の場合において、第８条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提
供が行われているときは、市は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金に充当す
ることができる。 
６ 次に掲げる者が本契約を解除した場合は、第２項第１号により本契約が解除された場合
とみなす。 
⑴ ＳＰＣについて破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律
第 75号）の規定により選任された破産管財人 

⑵ ＳＰＣについて更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14年
法律第 154 号）の規定により選任された管財人 

⑶ ＳＰＣについて再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11年
法律第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 

 
（市の責めに帰すべき事由による契約解除等） 
第４３条 市が本契約上の重要な義務に違反した場合、ＳＰＣは、市に対し、書面で通知の
うえ、当該違反の是正を求めることができる。ＳＰＣは、かかる通知が市に到達した日か
ら 30 日以内に市が当該違反を是正しない場合には、市に対して、さらに書面で通知をし
たうえで、本契約を解除することができる。また、市の責めに帰すべき事由により基本契
約が解除された場合、ＳＰＣは、市に対し、書面で通知のうえ、本契約を解除することが
できる。 
２ 市は、前項に基づき本契約が解除された場合には、本指定を取り消す。 
３ 第１項に基づき本契約が解除された場合、市は、ＳＰＣに対し、当該解除に伴う合理的
な増加費用及び損害を負担する。 
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（法令変更による契約解除等） 
第４４条 第 47 条第２項に基づく協議にもかかわらず、本契約の締結後における法令等の
変更により、市がＳＰＣによる本事業の継続を困難と判断した場合又は本契約の履行のた
めに過大な費用を要すると判断した場合、市は、ＳＰＣ及びＳＰＣの株主と協議のうえ、
次に掲げる措置のいずれかをとることができる。 
⑴ 市は、ＳＰＣに対して書面で通知したうえで、本契約を解除し、かつ、本指定を取り
消すことができる。 

⑵ 市が、本事業を継続することが合理的と判断した場合、ＳＰＣの株主をして、ＳＰＣ
の全株式を、法令等に基づき、市が認める条件で、市が承認する第三者へ譲渡させるこ
とができる。 

⑶ 市が、本事業を継続することが合理的と判断した場合、ＳＰＣをして、ＳＰＣの本契
約上の地位を、法令等に基づき、市が認める条件で、市が選定した第三者へ譲渡させる
ことができる。 

２ 本契約の他の規定にかかわらず、前項第１号により本契約が解除された場合、既履行部
分の委託料及び第 47条第２項の協議において合意されたものを除き、ＳＰＣは市に対し
て当該解除に関して一切の請求をすることができない。 
 
（不可抗力による契約解除） 
第４５条 第 49 条第２項に基づく協議にもかかわらず、本契約の締結後における不可抗力
にかかる事由の発生により、市がＳＰＣによる本事業の継続を困難と判断した場合又は本
契約の履行のために過大な費用を要すると判断した場合、市は、ＳＰＣ及びＳＰＣの株主
と協議のうえ、次に掲げる措置のいずれかをとることができる。 
⑴ 市は、ＳＰＣに対して書面で通知したうえで、本契約を解除し、かつ、本指定を取り
消すことができる。 

⑵ 市が、本事業を継続することが合理的と判断した場合、ＳＰＣの株主をして、ＳＰＣ
の全株式を、法令等に基づき、市が認める条件で、市が承認する第三者へ譲渡させるこ
とができる。 

⑶ 市が、本事業を継続することが合理的と判断した場合、ＳＰＣをして、ＳＰＣの本契
約上の地位を、法令等に基づき、市が認める条件で、市が選定した第三者へ譲渡させる
ことができる。 

２ 本契約の他の規定にかかわらず、前項第１号により本契約が解除された場合、既履行部
分の委託料及び第 49条第２項の協議において合意されたものを除き、ＳＰＣは市に対し
て当該解除に関して一切の請求をすることができない。 

 
７ 契約終了時の措置に関する事項 
[熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 基本契約書（抄）] 
（有効期間及び解除） 
第１６条 本基本契約は、本基本契約の締結日から、事業期間の満了日の経過を以て効力を
喪失するまで、本基本契約の各規定は市及び事業者を法的に拘束するものとする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、本基本契約以外の特定事業契約の全てが終了した日をもって
本基本契約は終了するものとする。 
３ 前２項の規定にかかわらず、市は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、事
業者に書面で通知することにより、本基本契約を解除することができる。なお、当該解除
は、市の第１４条に基づく事業者に対する損害賠償請求を妨げない。 
⑴ 本基本契約のいずれかの規定に違反した場合において、市が相当期間の是正期間を設
けて、当該違反の治癒を請求したにもかかわらず、当該相当期間内に当該違反が治癒さ
れないとき。 

⑵ 締結している本基本契約以外の特定事業契約の一つでも市から解除された場合、本指
定が取り消された場合又は事業者の責めに帰すべき事由により本基本契約以外の特定
事業契約の全部又は一部が締結されない場合 

⑶ 本事業の事業者選定手続に関し、優先交渉権者について、第１２条各号のいずれかの
事由が生じていたことが判明した場合 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、事業者は、市が次の各号のいずれかに該当する
ときは、市に書面で通知することにより、本基本契約を解除することができる。なお、当
該解除は、事業者の第１４条に基づく市に対する損害賠償請求を妨げない。 
⑴ 本基本契約のいずれかの規定に違反した場合において、事業者が相当期間の是正期間
を設けて、当該違反の治癒を請求したにもかかわらず、当該相当期間内に当該違反が治
癒されないとき。 

⑵ 締結している本基本契約以外の特定事業契約が事業者から解除された場合 
５ 第３項の規定により本基本契約が解除された場合、市は、事業者の責めに帰すべき事由
として特定事業契約を解除することができる。 
６ 第４項の規定により本基本契約が解除された場合、事業者は、市の責めに帰すべき事由
として特定事業契約を解除することができる。 
７ 前各項の規定にかかわらず、本基本契約の終了後も、第１２条、第１４条及び第１７条
から第２０条までの規定は有効とし、当事者を法的に拘束する。 

 
[熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 維持管理・運営委託契約（抄）] 
（事業終了時の対応） 
第２４条 ＳＰＣは、維持管理・運営期間の終了の４年前から、次期管理者が本施設の維持
管理を円滑かつ支障なく遂行できるよう、引継ぎに必要な事項の詳細について市と協議を
開始する。 
２ ＳＰＣは、維持管理・運営期間の終了の３か月前までに、維持管理業務の引継ぎに必要
な引継マニュアルを整備し、市に提出する。 
 
（終了手続の負担） 
第４６条 本契約の終了に際し、終了手続に伴い発生する諸費用及びＳＰＣの清算に伴う評
価損益等については、ＳＰＣがこれを負担する。 
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別記 熊谷市子育て支援・保健拠点施設整備事業 基本契約書（抄） 
 

別紙１ 事業日程 
１ 設計業務 
  令和５年１月１日から令和７年１２月３１日まで 
２ 解体業務 
  令和６年４月１日から令和６年６月３０日まで 
３ 建設業務 
  令和６年７月１日から令和７年１２月３１日まで 
４ 維持管理・運営業務 
 令和８年１月１日～令和２３年３月３１日まで 
 



 

別紙２ 事業者が行う業務 
業務 
分類 業務項目 （仮称）こども

センター 
（仮称）新石原
児童クラブ 

（仮称）中央 
保育所 

（仮称）保健 
センター 

休日・夜間急患
診療所 

共用
部 

附帯事業 
（カフェ等） 

民間収益事業 
（民間提案） 

ア 
施
設
整
備
業
務 

（ｱ） 設計業務（基本設計及び実施設計） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

（ｲ） 解体・撤去工事業務（造成工事を含
む） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

（ｳ） 建設工事業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｴ） 備品等調達・設置業務 〇 〇 × △※１ △※１ 〇 〇 〇 
（ｵ） 完成後業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｶ） その他施設整備上必要な業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

イ 
開
業
準
備
業
務 

（ｱ） 維持管理・運営体制の確立業務 〇 〇 △ 
（維持管理のみ） 

△ 
（維持管理のみ） 

△ 
（維持管理のみ） 〇 〇 〇 

（ｲ） 供用開始前の広報活動業務 〇 〇 × × × 〇 〇 〇 
（ｳ） 供用開始前の予約受付業務 〇 × × × × 〇 〇 〇 

（ｴ） 開館式典、内覧会等の実施業務 〇 〇 
△ 

（開館式典・内覧
会のみ） 

△ 
（開館式典・内覧

会 
のみ） 

△ 
（開館式典・内覧
会のみ） 〇 〇 〇 

（ｵ） 開業準備期間中の維持管理業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

ウ 
維
持
管
理
業
務 

（ｱ） 建築物保守管理業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｲ） 建築設備保守管理業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｳ） 備品等保守管理業務 〇 〇 × × × 〇 〇 〇 
（ｴ） 清掃業務 〇 〇 △※２ 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｵ） 警備業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｶ） 環境衛生管理業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｷ） 外構等保守管理業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｸ） エネルギーマネジメント業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
（ｹ） 修繕・更新業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

エ 
運
営
業
務 

（ｱ） 運営管理業務 〇 〇 - - - - - - 
（ｲ） 専用使用管理業務 〇 × - - - - - - 

（ｳ） 使用料の徴収代行及び還付業務 〇 △ 
（希望時） - - - - - - 

（ｴ） 運営業務 〇 〇 - - - - - - 
（ｵ） 自主事業 〇 〇 - - - - - - 
（ｶ） 子育て世代包括支援センター及び

ファミリー・サポート・センター × - - - - - - - 

（ｷ） 
子育て世代包括支援センター及び
ファミリー・サポート・センターと
の連携業務 

〇 - - - - - - - 

オ 
附
帯
事
業 

（ｱ） 飲食・休憩スペースの運営 - - - - - - 〇 - 

（ｲ） 事業者の提案による民間収益事業 - - - - - - - 〇 

※１ 庁用備品のみ事業者の業務範囲に含め、医療機器等の特殊備品は公共の業務範囲とする。 
※２ 定期清掃のみ事業者の業務範囲に含める。 


